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はじめに 

 

建設業は国家を形成する基幹産業であり、その投資額の多さ、従事する者の多さなどを

見てもその重要性は揺るぎないものであります。 

現在、この建設業を支える大きな要素であります建設技能者は、新規入職者の減少、高

い離職率等により、高齢化が進み、減少してきています。 

 

原因は様々なことが考えられますが、何より年収の低さ、職場環境の悪さ、退職後の生

活への不安等により、ものづくりの達成感を実感できるという建設業本来の魅力が感じら

れなくなってきているということが大きいでしょう。 

ビルや道路、鉄道などいわゆる建設業の成果物は、基本的に一品生産でそれぞれが異な

ったものであり、かつ現地生産であるので、製造業の成果物たる工業製品などとは異なり、

多種の技能者によって初めて建設されうるものであります。 

 

しかしながら、我々は現在の建設技能者が高齢化し入職者が少ないという状況に対して、

近い将来、熟練した建設技能者が枯渇し建設業が産業として成り立たなくなるのではない

かという危惧を感じています。 

今回、この提言のとりまとめを担当した労働・生産システム委員会に課せられた使命は、

この厳しい現状をいかに打破し、将来に健全な建設業を継続させるためにどのような取り

組みが必要かを検討することにありました。 

 

この提言で示した内容は、我々元請にとって痛みを伴うものかも知れませんが、今手を

打っていかなければ、将来、建設業も成り立たなくなってくるという危機感を共有して対

応すべきとの考えに立ち、まとめたものであります。 

 

今回の提言は、建設業の将来を担うであろう若年建設技能者の確保・育成ということを

念頭に置いたものであり、そのために必要である取り組みに絞ってまとめております。 

その内容は直接若年建設技能者の入職につながる対策から、建設業が内包する構造的な

問題の解決に向けた対策など幅広いものとなっています。 

本提言が、今後の建設技能者の確保・育成推進の一助となれば幸甚であります。 

 

最後に、提言のとりまとめにご尽力いただいた人材確保・育成専門部会委員の方々に感

謝申し上げますとともに、ご協力を賜りました（社）建設産業専門団体連合会をはじめと

する関係各位の皆様に、心より御礼申し上げます。 

 

２００９年４月

 

社団法人日本建設業団体連合会

労働・生産システム委員会

委員長  加 藤 久 郎 
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第１章 建設技能者の確保・育成に向けて 
 

１．建設産業の現状と方向性 
 

建設産業は社会の基盤を支え、人々の生活を守るために必要不可欠な基幹産業である。 

我々の周囲を見渡せば、オフィスビルや高層マンション、高速道路や鉄道、上下水道に

公園など、社会に利便性と安心感を与えるあらゆるものが建設産業の成果物として存在す

る。 

それらを生み出す我々建設産業に与えられた社会的役割は将来に渡り普遍である。 

そうした意味で、現在、建設産業に従事している者は、次の世代に魅力ある建設産業を

引き継ぐ責務を負っていると言えるだろう。 

 

しかし、建設産業の現状は、優れた建設技能者の高齢化、若年入職者の不足、建設従事

者の定着率の低下といった問題が山積し、極めて危うい状況にあることを認識せざるを得

ない。 

建設産業は現在、官民を通じた建設投資額の著しい減少等により、熾烈な受注競争や、

請負金額重視の下請業者選定といった悪循環に陥っている。 

この状況は、これまでわが国の建設産業を支えてきた元請・下請間の信頼関係をはじめ、

業界内部の役割分担や構造を大きく変化させている。 

そして、その変化は建設産業の将来を危惧させる要因をはらんでおり、今すぐに思い切

った改善策を講じる必要があると考える。 

 

もちろん、現在のこの状況は長年に渡る変化の積み重ねであり、その改善が一朝一夕に

実現できるとは考えていない。 

しかしながら、今まさに改善に向けた第一歩を踏み出すことが我々建設産業に求められ

ており、今その一歩を踏み出さなければ、建設産業に未来は無いというぐらいの覚悟を持

って取り組まなければならない。 

 

現在もその姿をとどめ、語り草となるような「後世に残る建設遺産」は、過去の業績だ

けではなく、現在も生み出され続けている。そして、今後も多くの優れた建設物が生み出

されるだろう。 

しかし、それら建設物を生み出すのは、あくまで優れた技能と技術を持つ「人」であり、

我々建設産業はその「人」の集まりであるということを忘れてはならない。 
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２．建設技能者の現状および将来 
 

（１）年齢構成と離職率の高さ 

建設業就業者数は、長引く不況の中でも一貫して増加を続け、結果的にわが国の雇用の安

定に寄与してきたが、1997（平成 9）年の 685 万人をピークとして、その後の 9 年間で 126 万

人（▲18.4%）減少している。 

また、図表 1 のとおり、建設業では 50 歳以上の建設技能者の比率が 4 割以上に増加する一

方で、15～29 歳までの若年層の比率が減少している。若年層はピーク時から 67 万人（▲44.4%）

減少しており、全建設技能者の減少率より著しく高い。 

 

図表 1 建設業就業者の年齢階層別構成比の推移 

 

資料出所：総務省「労働力調査」 
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次に若年層の離職率を見ると、図表 2 のとおり、1989（平成 1）年～1994（平成 6）年ま

では全産業と同様の傾向であるが、1995（平成 7）年以降は建設業の離職率が著しく高い傾

向となっている。 
 
図表 2 新規高等学校卒業就職者の離職状況 離職率（3 年後） 

 

資料出所：厚生労働省「新規学校卒業就職者就職・離職状況調査結果」

 

（２）労働時間と賃金 

全産業の年間総労働時間は、1994（平成 6）年に全産業とも減少傾向に下げ止まりが見ら

れるが、その後はＩＴの普及などにより、年々減少している。 

しかし、図表 3 のとおり、建設業の年間総労働時間は、2,050 時間前後でほぼ横ばいで推

移している。全体的に全産業と建設業を比較した場合でも、建設業は長時間労働の傾向と

なっており、全産業との年間総労働時間格差も、1993（平成 5）年までと比較して拡大して

いる。 
 
図表 3 年間総労働時間の推移 
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資料出所：厚生労働省「毎月勤労統計調査」※事業規模 30 人以上

年間賃金総支給額は図表 4 の通り、建設業男性生産労働者の賃金が製造業の賃金に対し

約 70 万円、全産業に対しては約 140 万円も低いことがわかる（いずれも 2006（平成 18）

年の場合）。 

また、その格差は 2006（平成 18）年にやや改善したものの、建設業男性生産労働者の賃

金のピークであった 1994（平成 6）年と比べて広がっている状況であり、建設業は製造業

と比べ長時間低賃金であるといえる。 

 

図表 4 生産労働者の年間賃金総支給額の推移 
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（３）建設技能者数の現状 

建設業は請負産業であり、仕事量の平準化が難しく、また過不足を補足するのは難しい。 

図表 5 を見ると、2004（平成 16）年 2 月から 2007（平成 19）年 5 月までは不足状況であった。

しかし、2008（平成 20）年秋に起きたアメリカの経済危機により、自動車産業や他の製造業が

建設設備投資の見直したことや、改正建築基準法（2007（平成 19)年 6 月 20 日施行)の影響もあ

り、現在は仕事量の抑制によって不足感は一時的に緩和している。特に、地方においては民間

設備投資やインフラ投資の減少等により、建設技能者の仕事が無い地域もあるというのが現状

である。 

しかし、社会的には建設物への品質・安全・工程に関する技術的な要求や期待は依然として

大きく、いつの時代においても建設技能者の安定した確保は、取り組むべき重要な課題である。
 

図表 5 建設業における技能工の過不足状況 

 

資料出所：厚生労働省「労働経済動向調査」
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一方、建設業への新規卒業生の就職者数は図表 6 にみるように絶対数も減少する上、求人数

に対する就職者数も 2002（平成 14）年の 62.6％から 2006（平成 18）年の 40.5％に減少してい

る。 

また、特に図表 7 にみるように工業高校から建設業への就職者は 1992（平成 4）年の 16,829

人から 2006（平成 18）年の 6,600 人と約 1/3 に激減している。これらに対しての速やかな対応

策が必要である。 

 
図表 6  建設業における新規高卒業者に対する求人数及び就職者数の推移 
 

 
資料出所：国土交通省「第 14回建設産業政策研究会（平成 19年 6月 29日）」資料 

 
図表 7 工業科卒業者の建設業就職者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料出所：国土交通省「第 14回建設産業政策研究会（平成 19年 6月 29日）」資料 
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（４）人材の育成 

建設技能者の職業訓練については、厚生労働省が中心になって、補助等によって推進し

ている。この中で「事業主が行う能力開発」にかかる「認定職業訓練施設」は建設技能者

の職業訓練に大きな役割を果たしてきており、2006（平成 18）年度末で全国 1,251 施設あ

る。 

しかし、近年、次のような理由で訓練生が集まらなくなり、訓練内容の縮小、施設の閉

鎖に追い込まれている施設が後を絶たない状況にあるなど、全国的に運営が難しくなって

きている。 

① 事業主規模の小規模化等に伴い、事業主が従業員を訓練に出す余裕が無くなった。 

② 訓練は短期間集中でやるのが効果的であるにも拘らず事業主の事情に配慮して散発

的かつ長期化した。 

③ 補助審査が県から独立行政法人雇用・能力開発機構に移ったため補助申請手続きが面

倒になり、事業主に負担がかかって申請しなくなった。 

④ 訓練の内容が実用的・効果的でない。 

⑤ 教育訓練の共同化や広域的な職業訓練ができない。 

⑥ 社員を対象としているため、雇用保険をかけないと補助対象にならない。 
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（５）労働力人口将来予測 

わが国は世界で最も早く高齢化社会となる国である。わが国の総人口は 2008（平成 20）

年現在で 1 億 2,700 万人だが、2030 年には 1 億 1,500 万人(▲9.4%)まで減少すると予想さ

れている。 

また、総人口の内、15～64 歳の生産年齢人口を見てみると、2008（平成 20）年現在の 8,200

万人から、2030 年には 6,700 万人(▲18.3%)に減少と、総人口の減少比率と比べ、生産年齢

層の減少比率が大きく上回ることになると予想されている。さらに 2055 年の生産年齢人口

は 4,500 万人と 2008（平成 20）年から 3,700 万人減少し、ほぼ半減すると見られている。

（図表 8 参照） 

建設技能者においても今後の総数は急速に減少すると同時に、高齢化がますます進展し

ていくものと考えられる。 

   

図表 8 日本の将来人口推計（総人口、年齢 3 区分別人口及び年齢構造係数：出生中位推計） 
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資料出所：国立社会保障・人口問題研究所「将来推計人口データベース」
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３．将来の建設技能者の人材確保のために 
 

建設業の生産の場は建設現場であり、その現場を支えているのは建設技能者である。し

かしながら、建設技能者の確保・育成という視点からの体系的な取り組みは未だなされて

いない現状である。 

そこで 2007（平成 19）年度については、建設業における人材の確保・育成の現状を把握

するため、資料等の収集・分析による課題の抽出・整理、および建設技能者の雇用の実態

等についてのアンケート調査を実施した。2008（平成 20）年度については、重層構造の実

態調査、海外の建設産業構造調査、関係機関（専門工事業団体等）との意見交換を行った。

その結果、建設技能者の人材確保・育成について、以下の(1)～(5)のような視点から検

討を行うこととした。 

 

(1) 労働への賃金等に関する処遇の改善の問題 

他産業と比較して建設技能者の賃金が低いこと、年齢に応じた賃金上昇も低い状況

にあることが課題である。 

(2) 建設業の生産体制特有の重層化に関する問題 

重層化は賃金のみならず、品質・安全の確保、労務管理の面からも課題がある。 

(3) 技術の継承に関する教育の問題 

若い建設技能者を輩出するような教育システムが整備されていない。 

(4) 労働環境に関する作業所労働時間、作業所労働環境の問題 

建設業は他産業と比較して、労働時間が長く休日が少ない。また、若年入職者や女

性や高齢者にとって、作業所は働きやすく魅力的な作業環境ではない状況である。 

(5) 広く国民に理解してもらうための広報活動の検討 

建設業に対するイメージは依然悪い。各団体、企業が長年のイメージアップ努力を

継続しているものの、その先入観を払拭するにいたっていない。 
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第２章 提言 
 

 １．労働の賃金等に関する提言 
 

  （１）賃金 
 

  【提 言】１ 建設技能者の賃金改善につながる環境の整備 
 

 

1-1．優良技能者の賃金向上 

①建設技能者の賃金は製造業と比較して低く、若年建設技能者の入職・定着率の低い

第一の原因となっており、賃金向上を図るべきである。 

②しかしながら、建設技能者の賃金向上は多くの克服すべき課題があり、その解決は

一朝一夕には困難である。 

③そこで具体的な施策の第一歩として、若年建設技能者が努力すれば、それなりの処

遇を受けられるという将来の目標を設定する必要がある。 

④まず第一に、若年建設技能者の身近な上司であり、建設現場において一定の責任を

与えられる職長を対象に賃金の向上を目指す。職長のなかでも、基幹技能者の資格

を有する者を対象にして、元請が特に優秀と認めた者を選定し、優良技能者と認定

する。 

⑤優良技能者の年収として、「標準目標年収」を設定する。 

「標準目標年収」は、 

・職長のうち、下請社員の平均年収は約 550 万円であること、 

  ・一般的な家計の形成（40 歳代）に必要な世帯主年収は約 570 万円であること 

から、600 万円以上と設定する。 

⑥元請・下請が協力して、「標準目標年収」の実現を目指す。 
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【現状と課題】  

建設技能者の賃金実態を調査した厚生労働省の「屋外労働者職種別賃金調査報告」によ

ると、常用技能者（21 職種計、平均年齢 42.8 歳）の平均年収額は約 361 万円と計算される。

図表 9 にその一例を示すが、製造業と比較しても低い。 

若年建設技能者が入職しない原因は、図表 10 のとおり、収入の低さがトップである。続

いて、仕事のきつさ、労働環境の厳しさ（危険である等）、休日の少なさ、社会保険等福利

厚生の未整備と続く。 

したがって、建設技能者の賃金は、魅力的な年収レベルとはいえず、定着率の低さにつ

ながっているといえる。 

 

図表 9 建設技能者の年間賃金総支給額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

常用労働者（男性）の年間賃金（平均値）。カッコ内の数字は事業所規模。 
資料出所：厚生労働省 平成 16年度「賃金構造基本統計調査」

 

図表 10 若年建設技能者が入職しない原因 

 
資料出所：(社)建設産業専門団体連合会「建設技能労働力の確保に関する調査報告書」
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自動車組立工（全体）

(千円)

常用技能者平均
（21 職種計） 

361 万円 
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図表 11 は、建設技能者と全産業労働者（但し、事業所規模 10 人以上の事業所に雇用さ

れた者）の賃金指数を年齢階層別に比較したグラフである。30 歳になるまでは両者にほと

んど違いはない。しかし、30 歳になると建設技能者の賃金指数の伸びは鈍化し、以降はほ

ぼ横ばいとなっている。 

30～40 歳台という年齢は、仕事における責任も大きくなる働き盛りの年齢であり、一般

的には扶養家族もできて家庭内支出等も増えてくる年齢である。その年齢の建設技能者が

30 歳を境に収入の伸びが止まり、その後は退職までほぼ横ばいという現状は、若年建設技

能者から見た場合、「自分の将来に期待が持てない」と感じさせる大きな要因であると考え

られる。 

逆に、優れた技能と経験を有する建設技能者の賃金状況を改善し、他産業と比較しても

遜色ない収入を保証することは、対象となる建設技能者にインセンティブを付与するだけ

でなく、若年建設技能者の離職に歯止めをかける効果も期待できる。 

以上から、若年建設技能者の身近な上司であり、建設現場において一定の責任を与えら

れる職長の中から、優秀な技能を有する者（以下、優良技能者と定義する）に賃金確保・

向上のための対策が必要であると考える。 

 

図表 11 年齢間格差の推移（技能職種計、20～24 歳＝100） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
注）1. 技能職種計は、21職種計である。 
 2.「平成 16年賃構労働者」は、平成 16年賃金構造基本統計調査における調査産業計（民営、企業規模 

10人以上）の労働者のきまって支給する現金給与額についての格差である。 

資料出所：厚生労働省「平成 16年屋外労働者職種別賃金調査報告」 
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【提言内容】 

すべての建設技能者の賃金向上の実施は一朝一夕には困難である。しかしながら、新卒

者の建設業への入職促進、入職者の定着促進をはかるためには、努力すれば自分もそれな

りの処遇も受けられるという、将来目標の鑑（かがみ）が必要である。そのため、今回の

提言ではまず将来目標の鑑（かがみ）として優良技能者を認定して、その賃金の向上を目

指し、将来的にはこれを足がかりとして建設技能者全体への展開を図るものとする。 

これを実現するための第一の方策として優良技能者がその技術・技能と経験に見合った

収入が得られる土壌を作るため、元請・下請が連携して以下の施策を実施する。 

 

1) 優良技能者の認定 

 かねてより、一部の元請では有能な職長を確保するため、表彰制度や奨励金の支給な

どが行われてきた。しかしながら、有能な職長に幅広く処遇改善が行き渡っていないの

が現状である。 

 そこで、有能な建設技能者が業界および一般社会からも認知され、その技能と経験に

見合った報酬の確保が出来るシステムが必要である。 

当面は、基幹技能者の資格を有する者から、元請各社がそれぞれの基準により特に優

秀な職長を選定し、優良技能者として認定を行う。 

さらに将来的には、「基幹技能者」認定における技能評価の考え方を元請各社が取り入

れ、わが国の優良技能者の評価制度として確立していくものとする。 

2) 優良技能者の標準目標年収の設定 

 優良技能者に対し、報酬面での処遇改善に結びつけるべく、優良技能者の標準目標年

収を設定する。 

 標準目標年収は、元請・下請共通の目標として位置づけ、それに基づく適正な工事価

格を確保することにより下請各社から優良技能者への労働報酬が適切に支払われること

を目的とする。 

 標準目標年収の算定にあたっては、以下のように考えた。図表 12 によると、社員であ

る職長の平均年収は 500～600 万円（＝550 万円と仮定する）、非社員（直用および準直

用）の職長は 400～500 万円（＝450 万円と仮定する）の現状にある。 

一方、図表 13 および 14 によると、一般的な家計の形成（40 歳代）に必要な勤労者世

帯の世帯主年収は約 570 万円（計算根拠は図表 13 下参照）である。この世帯主年収の確

保により、家計に黒字が生じ、わが国の平均的な資産形成（貯蓄・ローン返済等）がな

されている。 
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以上により、優良技能者で年収 600 万円以上を目標とするのが適当と考えた。なお建

設技能者の年収は、地域や職種によって大きなばらつきがある。元請・下請各社は、そ

の実情に応じて検討し、協力していく姿勢が必要である。 

（＊）勤労者世帯･･･世帯主が会社、官公庁、学校、工場、商店などで雇われて勤めている世帯 

 
 

図表 12 建設業職長平均年収 

雇用形態等・職位別の技能労働者の年収（全体） 

 

    資料出所：（社）建設産業専門団体連合会「技能労働者の雇用労働条件に関する調査報告書」 

 

図表 13 一般勤労者世帯（40 歳代）家計収入 

世帯主年齢階級別家計収支（勤労者世帯） 

 資料出所：厚生労働省「平成 20 年度版 厚生労働白書」

560,000 ×12 ヵ月
＝ 670万円 ／ 年

家計黒字 
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図表 14 勤労者世帯（40 歳代）家計収入（うち世帯主年収） 

勤労者世帯の家計収支 

 
    

 

 

 

3）標準目標年収の実現に向けて 

標準目標年収の実現に当たっては、下請と社員である優良技能者間では、給与という

形で保証を出来る。しかし一方、元請と下請の間においては個別工事での契約となる。

また、元請と下請の工事価格交渉を考えると、個別工事価格への優良技能者の標準目標

年収の反映は実務上難しい問題である。このため、例えば個別工事取引とは別に、「優良

技能手当」の別枠支給等も考えられる。 

 これまでは社員である優良技能者を対象に述べてきた。一方、非社員（直用および準

直用）である優良技能者はどうするかという問題が残る。図表 12 のとおり、非社員（直

用および準直用）の職長は 400～500 万円（＝450 万円と仮定する）となっており、勤労

者世帯主年収 570 万円には程遠い状況にある。しかしこれらの処遇については、元請と

して限界があり、未だ検討されていない。これに対しては、優良技能者の下請での社員

化を進めるべきと考える。 

 

 

 

世帯主収入 
406,020円 
（84.6％） 

670万円 ×84.6％
＝ 570万円 ／ 年

資料出所：厚生労働省「平成 20 年度版 厚生労働白書」

[試算] 
40~49 歳家計実収入月額×12 ヶ月＝56 万円／月×12 ヶ月＝670 万円／年 
40~49 歳家計実収入年額×世帯主収入比率＝670 万円×84.6%＝570 万円／年･･･勤労者世帯主年収 
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 さらに、優良技能者の賃金改善状況をチェックするために、賃金台帳等による本人の

賃金受給状況の確認を行う体制を築く必要がある。また、優良技能者に対して表彰制度

等を設けることによって、元請・下請に優良技能者の育成を自覚させることも有効な手

段と考える。 
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1-2．元請・下請間での材工別内訳契約の実施を推進 

  ①現状では、材工一括契約が多く、労務費が不透明になっている。このため、材工別

内訳により労務費を明確化することが必要である。 

②これにより、施工歩掛りが明確になり、生産性向上が図られる。これによる成果（み

なし利益）も明確になるので、優良技能者をはじめ広く建設技能者の賃金向上につ

なげる。 

 

【現状・課題および提言内容】 

現状、元請・下請間では材工一括契約が多い。このため、労務費が不明確となってお

り、エネルギーや原材料価格高騰の影響による建設資材費の上昇等が、労務費（賃金）

へのしわ寄せとなっている。 

また、優良技能者の賃金向上策の実施に伴い、新たに費用負担が増加する。元請のみ

ならず、下請も自社で社員化を実施すれば、法定福利費を負担することとなる。もとよ

り、発注者からの優良技能者配置に対する工事価格上乗せは期待できるものではない。 

これらを解決するため、「元請・下請間での材工別内訳契約の実施推進」を提言する。 

この取り組みにより、労務費を明確にしたうえで、元請・下請で施工歩掛りによる折衝・

契約価格の合意形成を実施する。 

また、元請・下請の費用負担増の低減に対しては、建設現場における建設技能者 1 人

あたりの生産性を向上させ、そこから生み出される成果（みなし利益）を、元請のみが

得るのではなく、下請に還元、そのうえで下請各社で優良技能者および他建設技能者の

賃金確保を補完するものとする。 

当取り組みを継続することで生産性を追求、これにより優良技能者はじめ広く全建設

技能者の賃金向上につなげていく。 
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1-3．公共工事設計労務単価のあり方について 

①「公共工事設計労務単価」については、国交省において毎年調査が実施され、民間

工事積算で一つの指標となっている。実態を反映するには、サンプル調査数やサン

プル調査対象の建設技能者の諸条件（年齢・経験年数・保有資格・職長経験・技量

レベル他）による分類等、改善する余地があると考える。 

②また、単なる実勢単価の反映ではなく、建設技能者の確保・育成、処遇、技能の評

価、という面も配慮した調査のあり方も検討すべきと考える。 

 

【現状・課題および提言内容】 

公共工事設計労務単価は、「予算決算及び会計令」において、予定価格が「取引の実例価

格等を考慮して適正に定めること」とされており、これに基づき、建設技能者の賃金支払

い実態を調査して毎年定められている。現状では、公共工事のみならず民間工事において

も、積算で一つの指標となっているなど、実態の賃金にも影響を及ぼしている。 

本来、好不況の如何に関わらず、一定レベルの賃金は保ち続ける必要があると考える。

さらに、建設技能者の確保・育成、処遇、技能の評価という面からも、ただ単なる実勢単

価の反映を改めるべきである。また、公表単価は、我々が考える優良技能者に対しての賃

金より著しく低いという感想を持たざるを得ず、この点からも改善すべきである。 

 

そのために、サンプル調査数の拡大や、サンプル調査対象を建設技能者の諸条件（年齢・

経験年数・保有資格・職長経験・技量レベル他）で分類したうえでの調査を求める。さら

に、調査の結果抽出された労務単価について、標準生計費や生活保護基準と比較する等、

実勢だけでなく、建設業の健全な育成に資する賃金のあり方の観点からの検討を要望する。
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  （２）退職金（建設業退職金共済制度） 
 

  【提 言】２ 建退共制度の拡充 

 

建退共制度の拡充および運用改善の要望 

①建退共制度の実態調査結果（平成 17 年 3 月 (独)勤労者退職金共済機構の建設業退

職金事業共済本部調査）によると、共済証紙費用の積算への算入は、公共工事では

国および 47 都道府県の全てで実施されていることとなっている。しかし、建退共制

度が建設技能者に十分に浸透、活用されているか、という点については現場の実感

とかけ離れている。これは制度に加入していない事業主がいることや共済証紙貼付

等の事務の煩雑さが大きな原因と考えられ、これらの改善が必要である。 

②一方、民間工事では、発注者・元請の契約時の段階で共済証紙費用を見込んだ積算

が多くの場合なされていない。このため、民間工事においては事業主から建設技能

者に共済証紙貼付が行われていないケースが多い。この改善のため、元請・下請間

で協力体制を図っていく必要がある。 

③以上の点を踏まえ、建退共制度の運用面においては、以下のような改善が必要であ

る。 

・建退共制度の加入条件は事業主単位となっていることから、個人では加入する

ことはできない。そのため個人でも加入できることを考えるべきである。また、

一人親方が増加している傾向にあり、一人親方をみなし法人とし、事業主とし

て加入できる制度改善ができないか。 

・一方、事業主も加入していないケースがある。事業主が加入しないのは、共済

証紙購入費用の負担や手帳への貼付等による事務の煩雑によることが大きいと

考えられる。共済証紙費用負担については、見積の段階で元請・下請が積極的

に改善を図っていくことが必要であり、また、事務の煩雑さは共済証紙貼付の

煩雑さについて制度運用の改善が必要である。 

・また、制度自体を知らない建設技能者も多いことから、建設技能者に対するＰＲ

を更に強化していく必要があるのではないか。 

  ・長期的な観点から基幹技能者のデータベース化を図る検討がなされているので、

これを視野に入れた建退共制度のデータベース化の検討を行う。 

④建退共制度の浸透に向けて、建退共制度を理解されていない民間発注者に今後理解

を求めるよう努める。さらに、一般社会にも広く建退共制度を理解してもらうため

積極的なＰＲ活動を展開する。 
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【現状・課題および提言内容】 

建退共制度は、建設業における将来の労働力不足と建設技能者の確保を目的に、1964（昭

和 39）年、「中小企業退職金共済法」に基づきスタートした。この制度は、その都度異な

る事業主に雇用され、建設現場を短い期間で転々とすることの多かった建設技能者を対象

として、建設業という一つの業種に就労した期間を通算して、建設業での就労をやめた時

点で退職金を支払うものである。 

2008（平成 20）年 11 月末現在での契約状況は、図表 15 によると共済契約事業者（事業

主）数は約 19 万社で全建設業者の 4 割程度である。一方、共済金受給対象の被共済者数

（発行手帳数）は約 276 万人（264 万人＋12 万人）となっている。しかしながら、これは

手帳を発行した実数を示すもので、共済証紙の配布や貼付が継続して実施されているかど

うかを示すものではない。個別の工事において、建設技能者の就業日数に応じて共済証紙

を購入し、個々の建設技能者に対してその都度共済手帳に証紙を貼付している数字かどう

か疑問である。実態は建退共制度は十分に活用されていないと推定される。また、一般企

業の退職金制度と比較して、加入率は著しく低いと推定される。 
 
図表 15 建退共制度の現状 
 

給付の種類 給  付 特別給付 

共済証紙の色 赤 青 

加入対象 中小 大手※1 

共済契約事業者数 約 191,180 件 約 720 件 

被共済者数※2 約 2,642,000 人 約 117,000 人 

年間退職者数 7 万～8 万人 約 8,000 人 

年間支払額 （全体）約 850 億～900 億円※3 

年間収入 （全体）約 500 億円 

資料出所：(独)勤労者退職金共済機構/建設業退職金事業共済本部資料より作成 
※1 従業員 300 人以上、かつ、資本金 3 億円以上 

※2 発行した手帳の数 

※3 収入に対する不足分は、債券など運用収入でまかなっている。 

※4 制度の運営は(独)勤労者退職金共済機構の建設業退職金事業共済本部が行っている。 

 

現在、建退共制度の運用に必要となる共済証紙費用については、実態調査結果（平成 17

年 3 月 (独)勤労者退職金共済機構の建設業退職金事業共済本部調査）によると、公共工

事では発注の積算の中に国、47 都道府県では全て、市では 8 割程度（調査対象 89 都市にと

どまる。ちなみに調査実施時点の全国の市の総数は 695 市＝総務省調べ）で算入されてい

る。（図表 16 参照）公共工事においては、全ての発注機関での共済証紙費用の積算への算

入を目指す。 

 

 

 



 -21-

図表 16 建退共制度の公共工事における積算算入の状況（発注者調査） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

            ※市の調査対象は 89 市（調査実施時点の全国の市の総数は 695 市） 

資料出所：(独)勤労者退職金共済機構 建設業退職金共済事業本部

「建退共制度に関する実態調査結果」（平成 17 年 3 月）

 

一方、民間工事では、発注者・元請の契約時の段階で共済証紙費用を見込んだ積算が多

くの場合なされていない。また、建退共制度が民間発注者にはほとんど認知されていない

現状にある。これらのことから、民間工事においては建設技能者に共済証紙貼付が行われ

ていないケースが多い。 

共済証紙購入の費用負担を発注者、元請・下請のどの段階で見込むのか検討が必要であ

る。事業主（下請）による負担とするのか、公共工事と同様に費用を見込んだ積算により

発注者に負担を求めるのか、元請・下請双方で費用を負担するのか、これらについて検討

を進めていく必要がある。 

このため、建退共制度の内容、制度の必要性などを、民間発注者を含めた一般社会に広

く理解を求めていく。現在でも、工事現場においてはポスター等によるＰＲが実施されて

いるが、外部（民間発注者等）に対しても勤労者退職金共済機構と連携を取りつつ、制度

浸透に向けて積極的なＰＲ活動を展開する。また、民間発注者に対して、建退共費用を見

積項目に盛込むことに理解を求める。 
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さらに、運用面においては、以下のような改善が必要である。 

・現在、建退共制度の加入条件は事業主となっていることから、建設技能者個人では加入

することはできない。そのため、事業主が加入していない場合には、建設技能者個人が

加入したいと思っても加入できない。加入を促進するため建設技能者個人でも加入でき

る制度改善が必要ではないか。 

併せて、建設技能者の中には、一人親方として労働している者が増加している。これら

についても加入を促進するため一人親方をみなし法人として加入できるような制度改善

も必要ではないか。 

・建退共制度に事業主が加入していない状況も見られる。その理由は、共済証紙購入のた

めの費用負担増や、共済証紙の貼付などの事務の煩雑などが考えられ加入促進につなが

っていない。また、事務の煩雑さを解消するためには、共済証紙の貼付の合理化など運

用面での制度改善も必要とされる。 

・手帳を事業主が保管し管理している場合が多いため、建設技能者は制度自体知らないケ

ースが多い。加入促進のためには建設技能者に建退共制度を知ってもらうことが重要で

あり、建設技能者に対するＰＲ活動を更に実施して広く認知してもらう必要があるので

はないか。 

・長期的な観点から基幹技能者のデータベース化を図る検討がなされているので、これを

視野に入れた建退共制度のデータベース化の検討を行う。 
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 ２．建設業の生産体制の問題点に対する提言 
 

  【提 言】３ 重層下請構造改善の提言 
 

重層下請次数は原則 3 次以内 

①下請階層が増えるにつれ、手数料・経費が発生し、労務費へのしわ寄せを生んでいる。

また、品質・安全の確保、労務管理の面からも責任の不明瞭化・指示の不徹底等を生

み出している。 

②重層下請構造の改善のため、元請・下請が連携して、原則 3 次以内に重層下請次数を

低減する。また、5 年後をめどに 2 次以内を最終目標として取り組むこととする。 

③重層下請構造は、建設現場の施工体制、建設生産のあり方と深く関わる問題であるこ

とから、この改善のため、専門工事業（(社)建設産業専門団体連合会(以下、建専連)）

と定期的な協議会を設置して検討する。 

 

【現状・課題および提言内容】 

重層化による問題点は、大きく二点ある。第一に、下請階層が増えるほど雇用の不安定

と賃金の低下を招くことである。このことが、建設技能者の育成と定着を困難にしている。

第二に、一次専門工事業者が末端の技能者を把握、管理できないため、労働災害の発生

や建設生産物の品質低下を引き起こす要因になることである。下請階層が増えるにつれ、

施工に対する責任の所在が曖昧になっている。 

これらの背景として、高度経済成長期以降、元請、一次専門工事業者の上部階層が、経

営状況や受注環境に応じて、経営の安全弁、あるいは工事費縮減（経費削減）のため、次々

に下の階層への外注化が進んだことがあげられる。 

特に近年は重層化がますます深くなる傾向にある。下請の請負単価が厳しくなるなかで、

社会保険料（健康保険、厚生年金保険等）の事業主負担などが下請の企業経営に重くのし

かかるのを避けるため、建設技能者を直接雇用せずに、一人親方あるいは個人事業所とし

ている。 

重層構造の実態は、日建連会員企業の調査結果（日建連「技能者の確保・育成に係る調

査報告書」を参照）をみても職種等によって異なるが、賃金、品質等の観点から、重層下

請次数を当面原則 3 次以内とすることを目標とし、この実現に努める。さらに最終的な努

力目標を 2 次以内と設定し、これに取り組むこととする。 

重層下請構造は、建設現場の施工体制、建設生産のあり方と深く関わる問題であること

から、この改善のため、専門工事業（建専連）と定期的な協議会を設置して検討する。 

例えば、 

・ 建設現場での過去・現在の下請業者数の把握等による、施工効率の検証、改善 

・ 元請・下請の役割と責任の見直し（施工管理能力をもった一次会社の育成 等） 
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・ 重層下請構造の改善についての確認・検証 

・ 元請からの発注工事量の平準化、個別工事の計画発注 

等の検討により、重層下請構造の改善のみならず、下請の経営基盤の安定、雇用関係の

改善につなげることを目指す。ひいては、建設技能者の人材確保・育成に資するものとし

て、活動を継続する。  
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 ３．技術の継承に関する提言 
 

  （１）教育 
 

  【提 言】４ 教育への支援 
 

4-1．技能資格を有している入職者への支援 

①工業高校の中には、在学中の資格取得を奨励して取得のための学習支援体制を図っ

ているところもある。 

②学生時代に技能資格に関心を持つ機会を与えることは、建設技能者としてのものづ

くりのおもしろさを喚起し、将来の建設技能者の道に進む人材の広がりをもたらす

面で有効である。 

③しかしながら、技能資格取得費用は学生個人の負担となっており、受験意欲の足か

せとなっている。 

④このため、高校等在学中に技能資格を取得し、建専連傘下企業に入職した者を対象

にして在学中に負担した費用の一部を日建連が補助する。 

     〔 5,000 円～／人  初年度予算 500 万円 〕 

 

【現状・課題および提言内容】 

工業高校の中には、在学中に将来の建設技能者として独り立ちするための資格取得を奨

励し、そのための学習支援体制の拡充を図っているところもある。 

その学習支援体制は、実践的実習（測量・足場・建設機械・型枠・溶接・玉掛・コンク

リート・鉄筋加工および組立）を中心とした教育課程を編成し 3 年間で取得する実習科目

の総単位数は 14～16 単位を確保し、実践力の向上を図っている。 

また、資格取得については、在学中に電気工事士やガス溶接測量士、玉掛、クレーン技

能士など 18 種類の受験を奨励し、そのために外部から講師を招いての特別教育や技能講習

などの指導も実施している。 

しかしながら、受験にかかる費用（例えば、玉掛=1 万 8,000 円程度、型枠=1 万 2,000 円

程度）は個人負担となっているため、生徒や保護者の負担が大きく、受験意欲の足かせと

なっている現状である。 

学生時代に技能資格に関心を持ってもらうことは、建設技能者としてのものづくりの面

白さを喚起するとともに、将来の建設技能者の道に進む人材の広がりをもたらす面で有効

である。 

そのため、高校等在学中に技能資格を取得し、建専連傘下企業に入職した者を対象にし

て在学中に負担した費用の一部を日建連が補助する。 

図表 17 のとおり、高校等を卒業後、建専連の傘下企業に入職した者が高校等在学中に資

格を取得していた場合に、①個人が建専連へ申請、②建専連が支援対象者を選定、③日建
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高校生（資格取得者）

建専連 傘下企業入職

建専連 対象者選定

日 建 連

申請 支払

提出･報告 支払

提出・報告内容の確認・承認

連へ補助金を申請、④日建連がその資格取得費用の一部、一人当たり 5,000 円～を建専連

へ支払い、⑤建専連が個人へ支払うこととする。 

当面は一人当たりの補助 5,000 円～を予定とするが、今後、入職状況人数等を考慮して

建専連と協議の上改善していく。 

 

図表 17 技能資格を有している入職者への支援のイメージ 

 

                            【初年度予算】 

                             ・５００万円   

                            【１人当り支援金】 

                             ・５，０００円 

                            【対象者数】 

                             ・１，０００人 

                            【資格取得費用例】 

                             ・玉掛＝１万８千円 

                             ・型枠＝１万２千円 

                             など 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 建専連 選定 

 【初年度予算】 

  ・500 万円 

   （5,000 円～／人） 

（参 考） 

 【資格取得費用例】 

  ・玉掛＝１万８千円程度 

  ・型枠＝１万２千円程度 

・玉掛   1 万 8,000 円程度 

・型枠   1 万 2,000 円程度 

・電気工事士  9,000 円程度 
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4-2．工業高校教師への技能訓練実施支援 

①工業高校の教師の中には、建設現場の経験が少なく、建設技能の実態にふれていない

教師もいる。 

②既に、工業高校の教師を対象に現場の実務を習得するための技能訓練が富士教育訓練

センターで実施されている。 

③受講した教師は「学生にものづくりの面白さを自信を持って教えることが出来るよう

になった」と好評を得ている。しかしながら、現在の技能訓練は費用の面等から参加

人数が限られているのが実状のため、なるべく多くの人が参加できるようその費用の

一部を日建連が補助する。 

〔 初年度予算 100 万円 〕 

 

【現状・課題および提言内容】 

工業高校の教師には、建設現場の経験が少なく、建設技能の実態にふれていない教師も

いる。そのため、学生への指導は、技術的にも技能的にもものづくりの面白さを伝えるこ

とができない状況にある。 

現在、富士教育訓練センターでは、工業高校教師を対象としたカリキュラムを編成し技

能訓練を実施している。しかしながら、研修費用には教育訓練負担金、宿泊・食事代の参

加費用約 32,000 円がかかる他に交通費も必要となる。2008（平成 20）年度は、6 名の参加

に留まっている。 

技能訓練を受講した教師からは、学生にものづくりの面白さを自信を持って教えること

が出来るようになったと好評を得ている。教師が自ら現場の汗を知り、建設現場の作業内

容を学生に指導してもらうことは、学生に対して作業内容の理解と即戦力となる人材育成

につながる。このため、工業高校教師に富士教育訓練センターを利用して技能を身につけ

てもらい、学生の指導に当たってもらうことは必要である。 

研修費用には参加費用の他に交通費が必要となり、負担が大きいことから教師がなるべ

く参加しやすいように、参加費用の一部を日建連が補助し教師の技能取得を支援する。 
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4-3．専門工事経営者等への教育実施支援 

専門工事業者の中には、会社経営のノウハウに不足していたり、あるいは後継者の

育成に悩んでいる方もいる。現在、これらを対象に一日講習を実施しているけれど

も、富士教育訓練センターにカリキュラムを設置して経営教育等を実施し、その費

用の一部を日建連が補助する。 

〔 初年度予算 100 万円 〕 

 

【現状・課題および提言内容】 

建専連では、毎年 1 回企業経営者を対象とした講演会を開催している。 

講演会の内容は、景気の現状、建設業の現状やその時々の話題性のある講演が多く一般的

な内容となっている。 

 年 1 回という回数や、講演内容が一般的な内容となっているため、実践的な経営者向け

の教育とは言いがたい状況である。 

富士教育訓練センターでは、業界のニーズに応じたカリキュラムを編成して対応を図っ

ている。専門工事業者の社長や後継者の企業経営教育コースのカリキュラムを新しく編成

し、後継者等への教育を図る。後継者等が参加しやすくなるようその参加費用の一部を日

建連が補助し後継者の育成を支援する。 
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4-4．工業高校への講師派遣およびインターンシップ制度への支援 

工業高校への講師派遣およびインターンシップ制度への支援・充実について、日建

連として、会員企業からの講師派遣、インターンシップ受け入れの現場選定等、(財)

建設業振興基金と協力して拡充を図っていくこととする。 

 

【現状・課題および提言内容】 

1993（平成 5）年に、（財）建設業振興基金を事務局として、建設産業への若年者の入職

促進、人材の確保・育成・定着など幅広い人材対策を推進するために、国交省をはじめ関

係行政機関や建設産業団体等から構成する建設産業人材確保・育成推進協議会が設立され

た。この協議会において、インターンシップへの資金面での支援等が実施されている。 

日建連も構成団体として参画しているけれども、インターンシップ制度への支援等、積

極的に実施してこなかった。今後は建設技能者の人材確保・育成の観点から、（財）建設業

振興基金の建設産業人材確保・育成推進協議会の協力を得ながら、日建連として、会員企

業から工業高校への講師派遣、インターンシップ受け入れの現場選定等、支援していきた

い。 
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 ４．労働環境に関する提言 
 

  （１）作業所労働時間 
 

  【提 言】５ 作業所労働時間の改善 
 

作業所一斉閉所の推進 

現在、日曜日の全閉所については 90％程度実施されているが、これを 100％にするこ

とを目指す。なお、土曜日についても 40％程度実施されており、これを 50％にする

ことを目指す。 

 

【現状・課題および提言内容】 

建設業の年間労働時間数は 2006（平成 18）年統計で 2,088 時間に対し、製造業 2,015 時

間、全産業 1,842 時間と、建設業は他産業に比べ労働時間が長くなっている。（P.3 の図表

3 参照） 

また、建設技能者の年間総労働時間は主要職種の鳶工 2,436 時間、大工 2,304 時間とな

っており、自動車組立工 2,220 時間より長くなっている状況にある。（図表 18 参照） 
 
図表 18 建設技術者・建設技能者の年間総労働時間 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

 

資料出所：厚生労働省「賃金構造基本統計調査」
 

年次有給休暇取得率は 2006（平成 18）年統計で製造業 62％に対し建設業 37%と極めて低

く、5 年間平均でも金属 73％に対し建設 28％（建設連合調べ）と極めて低い。（図表 19、

20 参照） 
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図表 19 業種別年次有給休暇の平均取得率（平成 18 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料出所：厚生労働省「平成 18 年就労条件総合調査」

 

 

図表 20 業種別年次有給休暇の取得率（5 年間の平均値） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料出所：建設連合政策資料「労働時間に関する調査」
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国交省の工期設定は 4 週 8 休（完全週休 2 日制、図表 21 参照）で対応され、作業不能日

も特記仕様書に明示されているが、全官庁に徹底されていない。 
 

図表 21 国土交通省「直轄工事の工期設定及び作業不能日の条件明示について」の内容 

（平成 9 年 5 月 21 日付技調発第 97 号）※当時、建設省

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料出所：日本建設産業職員労働組合協議会ホームページから転載

民間工事では休日条件、作業不能日の明示は僅か 20％しかなされていない。 

（図表 22 参照） 
 

図表 22 請負契約上（受注時）の休日条件 

 

 

 

 

 

 

 
 

資料出所：日本建設産業職員労働組合協議会「2007 年 2 月 作業所アンケート調査結果」

 

「建設生産システム合理化推進協議会」による「40 時間労働制移行に向けての建設業界

が取り組むべき行動計画」の実施が元請においては不徹底である。 
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休日閉所率は日曜は 80％以上ながら、土曜祝日は 40％未満と低い。（図表 23 参照） 
 

図表 23 2007 年 11 月の作業所閉所状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

資料出所：日本建設産業職員労働組合協議会「統一土曜閉所結果」

 

建設技能者は長時間労働であり、また年次休暇の取得率も低い状況にある。このため、

建設技能者が計画的に休日取得を実現する方策が必要であり、これは業界挙げての一斉閉

所が不可欠である。 

この改善のため、「作業所一斉閉所実施率 目標 日曜100％ 土曜 50％実現」を目指す。

実現のためのロードマップを作成し、達成レベルを明確にし、実現のための活動を行う。 

まず 2009（平成 21）年度に、日建連会員企業においては、日曜全閉所を実現することを宣

言する。   

また、日本建設産業職員労働組合協議会の「時短活動」、「統一土曜閉所運動」、「提言＝

民間建築工事の 4 週 8 休を含む不稼働日を考慮した工期設定の実現に向けて」と協調し目

標達成を図る。 

さらに、「労働時間短縮のために」（日建連 1996（平成 8）年発行）の改訂版を作成し、

発注者に対し適正工期による発注を強く働きかけ、目標達成を図る。 
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  （２）作業所労働環境 
 

  【提 言】６ 作業所労働環境の改善 

 

快適職場認定の 100％取得 

一定規模（工期 1 年以上）の作業所に対して、快適職場認定の 100％取得を目指す。

さらに快適職場認定のみならず、これを機会に、よりいっそう労働環境の改善に努め

るものとする。また、快適職場の実例集・ヒント集を作成して促進を図る。 

 

【現状・課題および提言内容】 

建設業の労働環境を良好に維持するには、屋外生産、移動生産といった特性から、他産

業と比べて努力していかなければならない。また、福利厚生施設や重筋作業を緩和する設

備も、十分に整備されているとは言い難い現状にある。 

一方、建設業は有期の事業所であり、同様の設備投資をしたとしても比較的、短期間で

取り壊す部分が大きく、費用対効果が著しく低い。また、建設業においては、建設企業間

でのコスト競争が激しく、作業環境の向上に使われるような間接的なコストについては、

充分な予算を割きにくい状況にある。 

また、建設技能者を確保しなければならないのは下請であり、元請にとって作業環境の

改善のためのコストを支払うインセンティブが働きにくい。 

さらに、建設技能者の多くは、複数の元請の建設現場に従事していることから、限られ

た少数の元請が作業環境の改善に努力したとしても、建設技能者にとって魅力ある職場が

広がるとは言い難い。 

作業環境の整備は建設技能者の人材確保に有効な手段であり、日建連会員企業全体で歩

調をそろえて環境整備に努力することが強く求められる。 

100％取得へ向けてロードマップを作成し、改善度を継続的にモニタリングすることで、

確実に建設業の作業環境を改善していく。 

“快適職場のための実例集・ヒント集”をパンフレットとして作成し、日建連会員企業

の快適職場認定の促進ツールとする。 
 

（＊）建設工事現場の快適職場推進計画の認定･･･ 
快適職場推進計画の認定制度は、事業者が作成した快適職場推進計画が快適職場指針（厚生

労働大臣による「事業者が講ずべき快適な職場環境の形成のための措置に関する指針」を指す）
に照らし、それが適切なものと認められた時、これを都道府県労働基準局が認定する制度。 
詳細については、中央労働災害防止協会ホームページ上で公開されている「快適職場づくり

資料室」（URL＝ http://www.jisha.or.jp/kaiteki/shokuba/dataroom.html ）を参照。 
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 ５．広報に関する提言  
 

  【提 言】７ 広報活動の展開 
 

広報活動の展開 

①提言の実現 に向けてＰＲの拡充を図る。 

 建退共制度では例えば、 

・民間発注者への制度の存在，意義，理解を求めるＰＲ、 

・事業主、建設技能者への制度の活用についてのＰＲ、 

・一般社会への建設業特有の制度についてのＰＲ 

を図っていく。 

また、建設技能者の休日の確保という点から、民間発注者に対して適正工期による

発注の働きかけを実施していく。 

②また、(社)建築業協会（以下、建築協）が実施する建設現場の仮囲いを利用しての

ＰＲ活動など既存の広報活動と連携し、充実展開を図る。 

③さらに、小中高への講師派遣については、（財）建設業振興基金と協力して、日建

連として会員企業から講師を派遣し、建設業の仕事・役割等のものづくりの原点を

紹介してイメージアップを積極的に図る。 

 

【現状・課題および提言内容】 

提言の実現に向けて、具体的なＰＲを図る。建退共制度については、 

・民間発注者への制度の存在、理解を求めるＰＲ 

・事業主、建設技能者への制度の活用についてのＰＲ 

・一般社会への建設業特有の制度についてのＰＲ 

を図る。また、建設技能者の休日の確保、下請の効率的な経営のため、民間発注者に対し

てパンフレットを作成し、適正工期による発注の働きかけを実施していく。 

その他、建設技能者の人材確保・育成に資する広報活動も展開していく。例えば、建設

現場の仮囲いを利用したＰＲは有効な手段であり、これまでも人通りが多い一部地区など

で行われてきた。しかし、関係行政機関あるいは発注者の承諾、費用負担等の面からＰＲ

自体が難しい状況にある。 

このほど、建築協では、設立 50 周年を記念して建築現場の仮囲いのデザインコンペを実

施し、その入賞作品を会員各社の全国の建築現場の仮囲いに掲示する記念事業を展開する。

また、日建連・(社)日本土木工業協会（以下、土工協）・建築協の 3 団体では、建設産業の

魅力の低下とそれに伴う若年層の建設離れへの対応策として、主に高校生・大学生等これ

からの就職予定者を対象に建設ＷＥＢサイト「ＢＵＩＬＤ ＵＰ」を立ち上げ、広報活動を

展開している。これらの既存の広報活動と連携し、ＰＲ活動の充実、展開を図る。 
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さらに、（財）建設業振興基金の建設産業人材確保・育成推進協議会では、小・中学生を

対象に建設の仕事という観点で総合学習や自由研究の参考となる学習指導マニュアルを作

成し紹介している。しかし、小・中学校への講師派遣までは実施していない。建設業に対

する理解、イメージアップには早い段階から地道な広報活動を展開していくことが必要で

ある。そこで、小中あるいは高校生を対象に、（財）建設業振興基金の建設産業人材確保・

育成推進協議会と協力して、日建連として会員企業から講師を派遣し、建設業の仕事・役

割等のものづくりの原点を紹介してイメージアップを積極的に図る。 
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６．実現への工程 
 

以上の提言を実現する目処を 5 年後として、「実現への工程表」（図表 24 参照）を作成し

た。今後は課題の実現に向けて、関係機関と調整しながら進めてまいりたい。 

 
図表 24 実現への工程表 
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第３章 基幹技能者について 
 

【検討課題】 基幹技能者の活用促進 

 

1．基幹技能者のデータベース化の検討 

①建設業においてもＩＴ化技術導入の試みがいくつかなされてきた。例えば、建退共制

度については、ＩＣカード化が検討されたが、投資効率の点から導入が見送りとなっ

ている。また、作業所入退場管理については、一部元請で実施されているのみで拡が

りを持っていない。これらを統括した就労データベース管理を推進していくことが望

まれる。 

②｢基幹技能者｣のデータベース化については、関係機関においても踏み込んだ検討がな

されていない状況であり、調査研究を促進していく必要がある。さらに、「全建設技能

者」のデータベース化も視野に入れた就労管理システムの構築も長期的な観点から検

討が必要と思われる。 

 

【現状・課題および提言内容】 

業界の重層構造および流動性が高く定着率が低い建設労働市場においては、建設技能者

の効率的な就労管理が出来ていない状況にある。例えば、建退共制度の運用（同一人物が

複数名義で手帳を保有）、主任技術者の専任配置など、多くの改善すべき点がある。 

基幹技能者は、建設現場の要となる上級職長として、効率的で生産性の高い工事を実施

する者である。現在は国交省への登録制度となっている。また、労務・安全衛生に関する

管理書類作成等のインターネットサービスが建設業向けＡＳＰとして一部展開されてい

る。 

これらの活用、拡充で基幹技能者の統括的なデータベース化が可能になれば以下の課題

の解決につながる。 

・建設技能者の就労管理（名簿管理） 

・施工体制台帳管理（→建設業法遵守体制の確立） 

・建退共制度運用の電子化 

・作業所入退場管理 

・生産性データ管理（→元請・下請それぞれの立場で歩掛りデータを活用） 

なお、元請・下請双方は個人情報保護法を遵守し、これらの検討にあたる。 
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2．基幹技能者の地位の向上や役割の検討 

①基幹技能者の認知度の向上・地位向上を図る。さらに、建設現場での地位・役割・

担うべき業務等を元請・下請で検討する。 

②また、時期や地区によって過不足が生じる建設技能者を効率的に運用する仕組みに

ついて、検討する。 

 

【現状・課題および提言内容】 

基幹技能者は、建設現場の実態に応じた施工方法を建設技術者（元請）に提案・調整し、

建設技能者に対しては適切な指導を行う役割を求められている。専門工事業団体は、基幹

技能者が社会的な評価を受けるべく、基幹技能者認定を行い、その普及に努めている。 

一方、元請は建設業法遵守につながる施工体制上の「主任技術者」配置にばかり目が行

きがちであり、基幹技能者の役割・責任、これに見合った対価等に対する認識が薄い。 

京都大学／古阪准教授は「基幹技能者将来構想イメージ」において、基幹技能者として

の建設技術者（元請）および他職種との連絡、工程間調整の役割に加え、将来的には建設

技術者（元請）の役割を一部担える、あるいは成り代われる能力を持った者の確保・育成

が望まれる、と提唱されている。 

まずは、基幹技能者が建設現場を含めた業界内で認知され、その役割を全うし、そのう

えで新たな機能を担うようになることで、将来の基幹技能者の地位向上につなげていくこ

とを中・長期の検討課題とする。 

また、時期や地区によって過不足する建設技能者を融通しあう取り組みが一部専門工事

業団体で始まろうとしている。また、大阪建団連においても建設技能者の派遣（貸借）や

教育を含めて、確保育成に取り組んでいる。 

建設技能者の融通、派遣がどこまで可能なのか、これらの動きを注視しつつ、継続して

調査研究する。 
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おわりに 

 

建設産業の生産の場である現場を支えているのは、建設技能者である。建設技能者の人

材不足は建設産業の基盤をゆるがすことにもつながりかねない。こうした近い将来に対し

ての危機感をふまえ、現状と課題を整理し、今後取り組むべき事項の提言を行った。各課

題には建設産業全体のあり方、あるいは企業の経営問題等にまでおよぶ奥深い問題もある。

今回の提言には今すぐ着手できる内容から、実効性ある具体的な施策の提言までには至

っていない課題も多い。このため、日建連として継続して検討を進めていきたいと考える。

これには、今後とも、日建連会員企業が自発的かつ積極的に取り組む姿勢を基本とし、関

係機関との意見交換、調整、協力を得て、積極的かつ強力に進めたいと考えている。 
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図表 25 提言と関係機関 

元請がやるべきこと理解を促すための働きかけ 協力をあおぐこと

建専連 その他日建連・会員企業

協議、合意

■建設技能者の賃金を上げる
■労務費の明確化及び生産性の追
及により労務費を確保
■実勢単価の反映

設計労務単価のあり方
について、問題点を指
摘、検討を要望

国交省

関係行政機関

協議、合意

【提言】１
建設技能者の賃金改善につながる
環境の整備
・優良技能者の賃金向上
・元請・下請間での材工別内訳契

約の実施を推進
・公共工事設計労務単価のあり方

について

発注者

賃

金

退
職
金
（
建
退
共
制
度
）

建退共費用の見積項目
への盛り込み

運用改善を要請

■長期従事者への退職金の増額お
よび受給率を向上する

【提言】２
建退共制度の拡充
・建退共制度の拡充および運用改

善の要望

建退共

■業界特有の構造上の問題点を改
善し生産性向上・優良技能者の確
保につなげる

【提言】３
重層下請構造改善の提言
・重層下請次数は原則３次以内

重

層

化

凡例

■提言の目的

提 言 と 関 係 機 関

建設技能者の人材確保・育成のために、

日建連会員企業が主体となって取り組むだけでは解決できないので、関係機関に協力をあおぐとともに、
理解を促すための働きかけを行うことにより、提言を実現する

趣旨

働きかけ

協議

建築協、土工協等

制度の理解を求めるＰ
Ｒ

協議

建築協、土工協等

制度の活用について
ＰＲ

制度の活用について
のＰＲ

建設技能者

協議、合意
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元請がやるべきこと理解を促すための働きかけ 協力をあおぐこと

建専連 その他日建連・法人会員関係行政機関発注者

教

育

作
業
所
労
働
時
間
・
労
働
環
境

適正工期の要望パンフ
レットを作成、働きか
け

■働きがいのある労働条件・労働
環境を提供する

【提言】６
作業所労働環境の改善
・快適職場認定の100%取得

■建設業のイメージアップ活動で
将来の入職希望につなげる

【提言】７
広報活動の展開
（・建設現場の仮囲いを利用した

ＰＲ）
（・学校等（小中高）への講師派

遣）

【提言】５
作業所労働時間の改善
・作業所一斉閉所の推進

＋

広

報
仮囲い使用許可

協議、合意

振興基金

協議、合意、共同実施

振興基金

協議、合意、共同実施協議、合意、共同実施

凡例

■提言の目的

■建設技能者（既職者）および入
職につながる人材教育を行う学校
への元請による支援

【提言】４
教育への支援
・技能資格を有している入職者へ
の支援

・工業高校教師への技能訓練実施
支援

・専門工事経営者等への教育実施
支援

・工業高校への講師派遣およびイ
ンターンシップ制度への支援

富士教育訓練センター

協議、合意、共同実施 協議、合意、共同実施

協議、合意、共同実施
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海外の建設技能者の賃金 

フランス、ドイツをはじめとする欧州では、産業別の労働組合が中心となって労使間で

締結されている労働協約が重要な意味を持ち、労働者の保護に重点が置かれた政策が行わ

れている。雇用形態も期間の定めのない雇用契約が原則で、完全な月給制の正社員として

の雇用が一般的である。（図表 26「分野別完全月給制の就業者割合」）さらに、図表 27「ド

イツの建設業 4 セクターの最低賃金」のとおり、細分化された職種ごとに職務内容と賃金

の額が決められており、日本のように、賃金が競争にさらされるようなことになっていな

い。したがって、3Ｋ職場ということで、建設業への若手の入職者が減るという傾向は見ら

れるものの、日本のように建設技能者の賃金は他職種に比べて低いというような理由で、

若年者の人材確保・育成が困難になっているという状況ではないと推察される。 

 

図表 26 分野別完全月給制の就業者割合（フランス） 

 

 

図表 27 ドイツの建設業 4 セクターの最低賃金 

 
 

資料出所：(財)建設経済研究所「建設経済レポート」（№51）

※Federal Statistical Office より作成

資料出所：(財)建設経済研究所「建設経済レポート」（№51）
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海外の建設産業構造 

ドイツの公共工事では、法的に自社施工の原則が規定されている。民間工事を含めても

約 70％は自社施工であるとの調査結果（(財)建設経済研究所「第 16 次欧州調査」を参照）

がある。 

さらに、欧州では、全国規模の元請会社は、吸収合併や資本提携によるグループ化を積

極的に進めている。この関係は、地方の小規模建設工事でも何らかの形で全国規模の親会

社とのつながりの中で工事が行われる。海外でも同じように現地企業を買収して子会社化

することで対応している。根底に流れているのは、自社施工をするという基本姿勢である。

（図表 28 参照） 

 

図表 28 欧州の大型工事および地方の小規模工事の施工イメージ 
 

大型工事の施工イメージ        地方の小規模工事の施工イメージ 

 
資料出所：日建連・(財)建設経済研究所「技能者の確保・育成に係る調査報告書」 

 

一方、韓国では、過去日本のような重層下請構造の中で、過当競争、低賃金や社会保障

のない状態が続いていたが、1990 年代に起きた建設物の崩壊事故を契機に、社会の建設産

業構造に対する不信感が高まった。このことにより、建設産業の存続困難と国家競争力の

弱体化をもたらすという危機感が、建設業界と行政当局の間に強く生まれ、抜本的な対応

策を協議し始めた。 

その結果、2008（平成 20）年 1 月に建設産業基本法が施行された。そこには、直接施工

の原則、建設労働者の直接雇用が規定されている。直接雇用には、社会保険（年金、健康

保険、雇用保険、労災保険）の加入も義務付けられている。政府は、これらの規定が広く

実効を持って運用されるよう、建設会社に対して費用の負担をしたり、公共工事での直接

雇用・直接施工実績の評価を総合評価方式に取り入れたり、雇用保険電子カードを普及さ

せるなど多くの支援策を実施している。（図表 29、30 参照） 
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いずれの例も、問題解決に向けての強い意志のもと、国家レベルでの議論が徹底的に行

われた。 

 

図表 29 韓国建設産業の生産と雇用構造（シム・キョボム） 

 

資料出所：全国建設労働組合総連合「建設産業の重層下請構造に関する調査・報告書」 

 

図表 30 韓国建設産業の構造変革に向けた取組みの枠組み 

 

資料出所：全国建設労働組合総連合「建設産業の重層下請構造に関する調査・報告書」 
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